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２ 日常生活圏域の設定 

 

（１）日常生活圏域とは 

日常生活圏域は、地域の実情を踏まえた介護サービス基盤の整備を計画的に推進し

ていくことを目的として、介護保険法の改正により平成 18(2006)年度から設定され

ました。 

市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サー

ビスを提供するための施設の整備の状況等を総合的に勘案して、高齢化のピーク時ま

でに目指すべき地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭において、中学校区単位

等、地域の実情に応じた日常生活圏域を定めることとされています。 

 

（２）日常生活圏域の設定について 

本市においては第８期介護保険事業計画に引き続き、地域包括支援センターが設置

されている 24 か所に圏域を設定しています。 
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（３）日常生活圏域ごとの概況 

 

  

 

 

 



106 

３ 介護給付等対象サービスの量の見込み 

 

（１）介護サービス利用者数の見込み 

介護保険制度が開始された平成 12(2000)年度以降の推移を見ると、全体の介護サ

ービス利用者は、要支援１・２の介護サービスの一部が地域支援事業へ移行したこと

等により一旦減少しました。しかし、本市では今後も後期高齢者人口の増による要介

護認定者数の増加等を要因として、介護サービスの利用者数が引き続き増加する見込

みであり、令和７(2025)年度には全体で５万人を超え、令和 17(2035)年度には、５

万３千人弱になることが見込まれます。 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 R27 R32

46,937 46,990 48,196 48,602 48,885 50,666 51,151 51,729 52,654 53,258 51,477 47,838 45,569

在宅サービス利用者 32,743 32,934 34,160 34,738 35,062 36,902 37,276 37,586 38,158 38,477 36,910 34,310 32,833

施設・居住系サービス利用者 14,193 14,056 14,036 13,864 13,823 13,764 13,875 14,143 14,496 14,781 14,567 13,528 12,736

 利用者（実人数）

 介護サービス利用者
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（２）第８期サービス利用実績と第９期サービス利用見込み 

第９期については、サービス種別ごとの利用率や利用回数の実績などから、以下の

利用量を見込んでいます。 

【第８期サービス利用実績】 

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

訪問介護 回/月 172,580 173,044 172,902

訪問入浴介護 回/月 1,630 1,629 1,558

訪問看護 回/月 31,804 34,361 38,593

訪問リハビリテーション 回/月 14,558 14,633 15,681

居宅療養管理指導 人/月 8,135 8,650 9,116

通所介護 回/月 157,010 156,752 162,489

通所リハビリテーション 回/月 33,829 33,175 34,145

短期入所生活介護 日/月 16,092 15,229 16,075

短期入所療養介護 日/月 1,213 1,064 1,313

福祉用具貸与 人/月 17,832 18,469 19,003

特定福祉用具販売 人/月 271 270 271

住宅改修 人/月 260 255 252

特定施設入居者生活介護 人/月 2,439 2,416 2,432

居宅介護支援 人/月 26,801 27,409 28,176

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護予防訪問入浴介護 回/月 1 0 0

介護予防訪問看護 回/月 2,075 2,218 2,705

介護予防訪問リハビリテーション 回/月 1,379 1,111 1,030

介護予防居宅療養管理指導 人/月 299 275 288

介護予防通所リハビリテーション 人/月 1,339 1,363 1,379

介護予防短期入所生活介護 日/月 111 106 148

介護予防短期入所療養介護 日/月 5 8 13

介護予防福祉用具貸与 人/月 4,339 4,278 4,095

特定介護予防福祉用具販売 人/月 107 100 94

住宅改修（予防） 人/月 151 152 139

介護予防特定施設入居者生活介護 人/月 295 254 218

介護予防支援 人/月 5,405 5,321 5,157

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人/月 593 688 741

夜間対応型訪問介護 人/月 19 24 20

認知症対応型通所介護 回/月 6,425 6,237 6,310

小規模多機能型居宅介護 人/月 884 870 817

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 人/月 2,156 2,158 2,104

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（定員が29人以下の特別養護老人ホーム）

人/月 611 600 593

看護小規模多機能型居宅介護 人/月 51 50 34

地域密着型通所介護 回/月 43,237 42,829 44,147

地域密着型特定施設入居者生活介護 人/月 0 0 0

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 人/月 5,166 5,132 5,132

介護老人保健施設 人/月 2,595 2,545 2,564

介護医療院 人/月 520 537 566

介護療養型医療施設 人/月 58 33 22

※厚生労働省「見える化システム」将来推計より。

  令和３年度、令和４年度は介護保険事業状況報告実績、令和５年度は実績見込値（8月利用分までを使用）。

※認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、グループホームは予防給付を含む。

介護給付

在
宅

予防給付

在
宅

※介護給付：「要介護１～要介護５」の人に対する介護サービス

　予防給付：「要支援１・要支援２」の人に対する介護サービス

介護給付

地
域
密
着

介護給付

施
設
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 【第９期(令和６(2024)年度～令和８(2026)年度)サービス利用見込量】 

※介護サービスの見込量には、地域医療構想及び第 8 次医療計画における、慢性期機能から介護

施設・在宅サービス等への転換等による追加需要分を含んでいる。 

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

訪問介護 回/月 182,053 192,202 196,145

訪問入浴介護 回/月 1,497 1,519 1,553

訪問看護 回/月 42,206 45,325 45,917

訪問リハビリテーション 回/月 16,670 17,649 17,907

居宅療養管理指導 人/月 10,168 10,489 10,565

通所介護 回/月 181,056 175,209 173,619

通所リハビリテーション 回/月 36,869 37,337 37,499

短期入所生活介護 日/月 16,221 16,275 16,310

短期入所療養介護 日/月 1,315 1,311 1,330

福祉用具貸与 人/月 19,812 20,299 20,516

特定福祉用具販売 人/月 271 275 278

住宅改修 人/月 253 247 250

特定施設入居者生活介護 人/月 2,440 2,441 2,524

居宅介護支援 人/月 28,946 29,377 29,576

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護予防訪問入浴介護 回/月 0 0 0

介護予防訪問看護 回/月 3,191 3,266 3,333

介護予防訪問リハビリテーション 回/月 985 1,013 1,068

介護予防居宅療養管理指導 人/月 292 294 297

介護予防通所リハビリテーション 人/月 1,492 1,518 1,532

介護予防短期入所生活介護 日/月 175 176 177

介護予防短期入所療養介護 日/月 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 人/月 4,073 4,049 4,064

特定介護予防福祉用具販売 人/月 96 96 98

住宅改修（予防） 人/月 139 147 139

介護予防特定施設入居者生活介護 人/月 201 203 209

介護予防支援 人/月 5,120 5,033 4,975

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人/月 823 851 864

夜間対応型訪問介護 人/月 21 21 21

認知症対応型通所介護 回/月 6,428 6,634 6,788

小規模多機能型居宅介護 人/月 805 805 813

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 人/月 2,192 2,225 2,302

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（定員が29人以下の特別養護老人ホーム）

人/月 621 621 621

看護小規模多機能型居宅介護 人/月 34 35 35

地域密着型通所介護 回/月 43,934 42,630 42,163

地域密着型特定施設入居者生活介護 人/月 0 26 77

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 人/月 5,148 5,164 5,183

介護老人保健施設 人/月 2,580 2,596 2,612

介護医療院 人/月 582 599 615

介護療養型医療施設 人/月 ー ー ー

※厚生労働省「見える化システム」将来推計より。

※認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、グループホームは予防給付を含む。

介護給付

在
宅

予防給付

在
宅

※介護給付：「要介護１～要介護５」の人に対する介護サービス

　予防給付：「要支援１・要支援２」の人に対する介護サービス

介護給付

地
域
密
着

介護給付

施
設

 



109 

（３）地域密着型サービス量の見込み等 

 

➀ 圏域別定員（施設・居住系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



110 

  ② サービス利用量の見込み 

 
【在宅系サービス（日常生活圏域別）】

6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度

門司１ 20 20 20 161 166 170 21 21 22 1 1 1

門司２ 27 27 27 216 223 228 28 29 29 1 2 1

門司３ 51 51 51 405 418 428 52 53 54 2 2 2

小倉北１ 34 34 34 273 281 288 35 36 37 1 1 1

小倉北２ 40 40 41 322 332 340 41 43 43 2 2 2

小倉北３ 36 36 36 286 295 302 37 38 38 2 2 2

小倉北４ 34 34 34 271 280 286 35 36 36 1 1 1

小倉南１ 38 38 38 302 312 319 39 40 41 2 2 2

小倉南２ 40 40 40 316 326 334 40 42 43 2 2 2

小倉南３ 30 30 30 238 246 252 30 31 32 1 1 1

小倉南４ 38 38 38 300 310 317 38 40 40 2 2 2

小倉南５ 15 15 15 116 119 122 15 15 16 1 1 1

若松１ 41 41 42 330 340 348 42 44 44 2 2 2

若松２ 31 31 31 246 253 259 31 32 33 1 1 1

八幡東１ 34 34 35 274 283 289 35 36 37 1 1 1

八幡東２ 35 35 35 277 286 293 35 37 37 1 1 2

八幡西１ 40 40 41 323 335 341 41 43 43 2 2 2

八幡西２ 34 34 35 273 282 288 35 36 37 1 1 1

八幡西３ 30 30 30 239 246 252 31 32 32 1 1 1

八幡西４ 26 26 26 208 215 220 27 27 28 1 1 1

八幡西５ 37 37 37 294 303 310 38 39 40 2 2 2

八幡西６ 40 40 41 322 333 341 41 43 43 2 2 2

戸畑１ 28 28 29 226 233 239 29 30 30 1 1 1

戸畑２ 26 26 27 210 217 222 27 28 29 1 1 1

合計 805 805 813 6,428 6,634 6,788 823 851 864 34 35 35

圏域

小規模多機能型
居宅介護(人／月)

認知症対応型通所介護
(回／月)

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護   (人／月)

看護小規模多機能型
居宅介護   (人／月)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



111 

【施設・居住系サービス（日常生活圏域別）】

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

門司１ 0 0 0 58 60 60 0 0 0

門司２ 0 0 0 75 76 78 0 0 0

門司３ 55 55 55 117 118 121 0 0 0

小倉北１ 0 0 0 107 108 110 0 0 0

小倉北２ 95 95 95 100 102 103 0 0 0

小倉北３ 28 28 28 92 93 95 0 0 0

小倉北４ 0 0 0 92 93 95 0 0 0

小倉南１ 0 0 0 192 195 198 0 0 0

小倉南２ 28 28 28 100 102 103 0 0 0

小倉南３ 0 0 0 75 76 78 0 0 0

小倉南４ 55 55 55 84 85 86 0 0 0

小倉南５ 28 28 28 58 59 60 0 0 25

若松１ 55 55 55 84 85 86 0 0 0

若松２ 28 28 28 100 102 103 0 26 26

八幡東１ 28 28 28 117 119 121 0 0 0

八幡東２ 0 0 0 67 68 86 0 0 0

八幡西１ 28 28 28 109 110 112 0 0 0

八幡西２ 0 0 0 58 60 86 0 0 0

八幡西３ 28 28 28 84 85 86 0 0 0

八幡西４ 0 0 0 58 60 60 0 0 0

八幡西５ 27 27 27 92 93 95 0 0 0

八幡西６ 83 83 83 107 108 110 0 0 26

戸畑１ 0 0 0 82 83 84 0 0 0

戸畑２ 55 55 55 84 85 86 0 0 0

増床 - - - - - - - - -

合計 621 621 621 2,192 2,225 2,302 0 26 77

圏域

地域密着型介護老人福祉施設（人/月）
（定員29人以下の特別養護老人ホーム）

認知症対応型共同生活介護（人/月）
（グループホーム）

地域密着型特定施設入居者生活介護(人/月)
(定員29人以下の介護付き有料老人ホーム)

 
 

（４）高齢者福祉施設等の整備及びサービス利用量の見込み 

➀ 整備にあたっての基本的な考え方 

（ア）国の「第９期介護保険事業計画の基本指針」を踏まえながら、いわゆる団塊

ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22(2040)年を見据え、本市の実情に応

じた介護サービス基盤の整備に努めるとともに、地域包括ケアシステムの深

化・推進に取り組みます。 

 

（イ）介護サービス基盤の整備においては、人口構造の変化や技術進歩等に対応し

た質の高い介護サービスを提供できるよう、人材確保・人材育成の充実や、

介護ロボット・ＩＣＴ等を活用した介護現場の働き方改革などの取組みを支

援し、持続可能なサービス提供体制の確保に努めます。 

 

（ウ）また、施設整備にあたっては、地域の介護等の拠点施設として、地域交流ス

ペース等を活用した地域との連携に取り組む等、地域に開かれた施設づくり

を推進します。 
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（エ）高齢者が介護や医療が必要となっても、自らの意志で自分らしく、住み慣れ

た地域で療養しながら安心して暮らしていけるよう、地域密着型サービスの

整備を推進します。 

 

（オ）整備量については、今後の高齢化の推移、待機者の状況、市民ニーズ、既存

施設の整備状況、医療計画との整合性等を踏まえながら、給付と負担のバラ

ンスにも留意し、様々な状況の変化に対応できる介護サービス提供体制の確

保に努めるとともに、在宅サービス等も含めた広い視点で必要なサービスの

検討を行い、設定します。 

 

② 各サービスの整備方針 

（ア）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）※地域密着型を含む 

介護老人福祉施設については、これまでの整備により利用率は安定し、待機

者も多い状況ではなく施設を選ばなければ入所できる状況にあるため、現在の

定員数を維持します。 

 

（イ）介護老人保健施設 

介護老人保健施設については、これまでの整備により利用率が安定している

ため、現在の定員数を維持します。 

 

（ウ）介護医療院 

介護医療院については、これまでの整備により利用率が安定しているため、

現在の定員数を維持します。また、医療計画における医療療養病床からの転換

及び介護療養型医療施設からの転換は令和５(2023)年度末で完了します。 

 

（エ）認知症対応型共同生活介護 （認知症高齢者グループホーム） 

    今後の認知症高齢者の推移や老朽化等により廃止する事業所の状況等を考

慮し、現在の床数維持のため、認知症対応型共同生活介護を整備します。整備

にあたっては、１事業所２ユニット（定員 18 名）を基本として、新設、増床

などの手法にて行います。 

 

（オ）特定施設入居者生活介護（介護付有料老人ホーム） ※地域密着型を含む 

施設の老朽化等により廃止する事業所の状況等を考慮し、現在の床数維持の

ため、特定施設入居者生活介護を整備します。 

また、本市の将来を見据えて、生産性の向上、介護人材の育成、科学的介護

の推進などの課題に対応できる施設整備を行います。 

整備にあたっては、新設や、既存施設の有効利用の観点から転換などの手法

も含めて行います。 
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（カ）地域密着型サービスの整備（施設・居住系を除く） 

高齢者が、医療や介護が必要となっても、自らの意志で自分らしく、住みた

い場所で在宅生活を継続できるよう、地域密着型サービス（定期巡回・随時対

応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）

の整備を推進します。 

【施設・居住系サービスの整備目標】 

種　別 単位 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 令和８年度末 増加量

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

人 5,603 5,603 5,603 5,603 0

介護老人保健施設 人 2,770 2,770 2,770 2,770 0

介護医療院 人 644 644 644 644 0

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

人 2,361 2,361 2,361 2,406 45

特定施設入居者生活介護
（介護付き有料老人ホーム）

人 3,076 3,076 3,076 3,204 128

※　令和５年度末には、開設予定分を含む。

※　介護老人福祉施設には、地域密着型介護老人福祉施設を含む。

※　特定施設入居者生活介護には、地域密着型特定施設入居者生活介護を含む。

 

 

参考【その他の老人福祉施設等の整備状況】※老人福祉法上の施設 

 
 

参考【有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の整備状況】※老人福祉法上の施設 

 

  

③ 施設サービス量の見込み（再掲） 

施設種別ごとの利用状況や施設整備計画などから、利用量を見込んでいます。 

【第９期（令和６(2024)年度～令和８(2026)年度）サービス利用見込量】

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

人/月 5,148 5,164 5,183

介護老人保健施設 人/月 2,580 2,596 2,612

介護医療院 人/月 582 599 615

介護給付

施
設
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４ 地域支援事業について 

（１）地域支援事業の概要 

地域支援事業は、高齢者が要支援・要介護状態となることを予防し、又はその軽減

や悪化の防止を図り、可能な限り地域で自立した生活を送ることができるように支援

するものであり、「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意事業」

により実施します。  

 

① 介護予防・日常生活支援総合事業 

  （ア）介護予防・日常生活支援総合事業の見込み量 

     介護事業者（専門職）による予防給付型サービス、民間企業・ＮＰＯ法人等

による基準を緩和した生活支援型サービス、住民主体による支援サービス、介

護予防に重点を置いた期間限定の短期集中予防型サービスについては、過去の

実績と年度ごとの高齢者数等を踏まえ、サービス量を推計しました。 

また、すべての高齢者等を対象とした一般介護予防事業の参加者数については、

過去の実績と年度ごとの高齢者数等を基に見込み量を推計しました。 

地域リハビリテーション支援体制推進事業は、関係者が市民のニーズに応じた

質の高い相談支援ができるよう、リハビリテーション専門職の助言・提案等の活

用度を見込んでいます。 

なお、今後もこのサービスのあり方について、介護や福祉に関する国や地域ニ

ーズの動向を見ながら検討を行っていきます。 

   

  

【実施事業の例】

単 位 令和6年度 令和7年度 令和8年度

介護予防・生活支援サービス事業

（予防給付型・生活支援型）
件／年 99,118 100,746 102,380

介護予防・生活支援サービス事業（サービスＢ） 件／年 2,316 2,657 3,000

介護予防・生活支援サービス事業

（短期集中予防型）

人／年 248 248 248

介護予防ケアマネジメント事業 件／年 51,480 51,639 51,787

食生活改善推進員による訪問事業
％

※1
65 65 65

高齢者地域交流支援通所事業
回／年

※2
4,300 4,400 4,500

介護支援ボランティア事業 人／年 500 700 900

住民主体による生きがい・健康づくりの場推進事業 箇所／年 510 510 510

地域リハビリテーション支援体制推進事業
％

※3
93 94 95

地域リハビリテーション活動支援事業 件／年 600 600 600

※３　アンケートでリハビリテーション専門職の助言等により高齢者の自立支援に活かすことができたと回答した割合

※　一般介護予防事業のうち、数値化できるものを掲載

一

般

介

護

予

防

事

業

○介護予防・日常生活支援総合事業

介

護

予

防

・

生

活

支

援

サ

ー

ビ

ス

事

業

※１　バランスチェックシートの維持改善率　※２　総開催回数
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（イ）介護予防・日常生活支援総合事業見込み量の確保のための方策 

高齢者が支援や介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して生活

が続けられるよう、日常生活において介護予防や健康づくりを進めていきます。

介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防や健康づくりの取組みは第５

章に掲げています。 

 

② 包括的支援事業 

（ア）包括的支援事業の見込み量 

     要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立した

日常生活を送ることができるよう支援します。 

     高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが

できるよう、在宅医療と介護が切れ目なく提供される環境づくりのため、北九

州医療・介護連携プロジェクト推進事業（とびうめ＠きたきゅう）の登録者数

の増加を見込んでいます。 

     生活支援体制整備事業では、住民主体の生活支援体制を構築するため、地域

支援コーディネーターが支援する協議体数の増加を見込み推計しました。 

     地域ケア会議推進事業では、オンライン開催が可能な環境の整備を行い、感

染拡大期でも地域ケア会議の実施に取り組み、令和５(2023)年度には、年間 611

回開催しました。開催回数を維持し、個別や地域課題の解決に向けて取組みを

進めます。 

【実施事業の例】

○包括的支援事業 単 位 令和6年度 令和7年度 令和8年度

地域包括支援センター運営事業 包括数 31 31 31

高齢者あんしん法律相談事業　 件／年 130 135 135

高齢者住宅相談事業　 件／年 100 105 110

件／年 250 250 250

高齢者の虐待防止事業
人／年

※4
60 60 60

北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議 回／年 3 3 3

北九州医療・介護連携プロジェクト推進事業 登録者数 50,000 60,000 70,000

協議体数 130 145 155

人/年

※5
33 41 50

認知症地域支援・ケア向上事業
箇所数

※6
50 50 50

地域ケア会議推進事業 回／年 611 611 611

※４　高齢者・障害者虐待研修会参加人数　　　　※５　従事者研修受講者数　　　　※６　認知症カフェの箇所数

※　包括的支援事業のうち、数値化できるものを掲載

生活支援体制整備事業

高齢者排泄相談支援事業
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（イ）包括的支援事業の見込み量の確保のための方策 

地域包括支援センターでは、総合相談、介護予防ケアマネジメント、権利擁護

事業、地域ケア会議などを包括的に行うと共に、国の動向を踏まえ、円滑に業務

が実施できるよう体制整備を行っていきます。 

医療・介護等の多職種との連携や地域関係者とのネットワークを活用しながら、

高齢者を取り巻く複雑・困難な課題への対応や「自立支援」「介護予防」に関す

る取組みは第５章に掲げています。 

 

③ 任意事業 

（ア）任意事業の見込み量 

     地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続してい

くことができるようにするため、介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、

被保険者及び要介護被保険者を現に介護する者等に対し、地域の実情に応じた

必要な支援を行うことを目的とします。 

在宅高齢者等の自宅に緊急通報装置を設置する、あんしん通報システム事業

については、広報の充実・拡大により、新規利用者の増加を図ります。 

     高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、地域のニーズ等

を踏まえながら、訪問給食など在宅福祉サービスを後期高齢者数や要介護度を

基にサービス量を推計しました。なお、寝たきり等高齢者の在宅生活を支える「お

むつ給付サービス事業」については、任意事業から保健福祉事業へ移行し、全額保険料

財源で継続します。 

  

【実施事業の例】

単 位 令和6年度 令和7年度 令和8年度

ケアプランチェック 事業所数 90 90 90

福祉用具貸与の点検
％

※７
95 98 100

給付費通知 通／年 112,000 112,000 112,000

事業適正化（研修の実施） 人／年 2,500 2,500 2,500

家族介護慰労金支給事業 人／年 5 5 5

成年後見制度利用支援事業
件／年

※８
600 650 700

件／年 60 60 60

高齢者住宅等安心確保事業 戸／年 280 300 300

箇所／年 100 100 100

人／年 900 925 950

件／年 356 358 360

個／年 2,227 2,454 2,680

※７　アンケートでリハ職の助言内容をケアプラン作成に反映した割合　※８　成年後見制度に係る相談件数

※　任意事業のうち、数値化できるものを掲載

訪問給食サービス事業　

あんしん通報システム（高齢者分）

高齢者緊急時あんしん事業

住宅改修支援事業

介護保険相談事業

○任意事業

介護保険適正化事業
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（イ）任意事業の見込み量の確保のための方策 

     高齢者が人生の最期まで安心して生活できる環境づくりのため、多様なニー

ズに沿った対策、様々な生活課題の解決に向けた取組みは第５章に掲げていま

す。 

 

（２）地域支援事業一覧 
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５ 第１号被保険者保険料の見込み 

 

（１）これまでの介護サービス給付費等の推計 

 高齢化の進展で介護が必要な高齢者が増え、介護給付費が毎年増加しています。今

後も「団塊ジュニア」と呼ばれる世代が 65 歳以上となる、令和 22(2040)年に向けて、

給付と負担のバランスを図りつつ、制度の持続可能性を高めていくことが重要です。

本市の場合、制度創設時の平成 12(2000)年度と令和４(2022)年度を比較すると、サ

ービス利用者 1.8 万人から 4.8 万人（約 2.7 倍）、介護サービス費用では 343 億円で

あったものが 977 億円（約 2.8 倍）となっており、保険料月額 3,150 円が 6,540 円（約

2.1 倍）となっています。 

 

 
 

 


